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２　湘南学構想策定プロジェクト
後  藤 　 伸

（１） 構想企画（プロポーザル）

　　①　テーマ

地域連携研究拠点としての“湘南学”構想
─ 社会学－生態学の視点から ─

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2010年4月24日公聴会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（於横浜キャンパス1-804）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請研究代表者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　経営学部 教授　　後 藤　  伸

　　②　目　　次
　　　　　　　　　Ⅰ　当共同研究（地域対象）の課題
　　　　　　　　　Ⅱ　アプローチの特徴
　　　　　　　　　　（1）　文理統合型コラボレーション
　　　　　　　　　　（2）　地域研究のイニシエーター
　　　　　　　　　Ⅲ　湘南学の普及と地域連携
　　　　　　　　　Ⅳ　期待される成果と効果

Ⅰ　当共同研究（地域対象）の課題

　 ▼湘南に焦点を合わせた地域学の構築
　 ▼地域構成員への成果還元と地域学習の定着
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Ⅰ　イメージ

Ⅱ　アプローチの特徴

（1）“文理統合型”コラボレーション：
　　　　地域の多様性と複雑性を解明する際の前提条件

（2） 地域研究のイニシエーター：
　　　　産学公民の４者を結んだ地域との相乗効果

（3）“文理統合型”コラボレーション
　　① ３学部連動による複合研究：
　　　　　複雑系の追求には協働が必要
　　② 社会系と生態系の視点：
　　　　　異質で多様な要素の体系化（ミクロ−マクロ・リンク）
　　　　　　　　個人→集団→組織→地域→社会
　　　　　　　　生態環境⇔生物界（単細胞生物～ヒト）

（4） 地域研究のイニシエーター
　　① 湘南概念の歴史探索とその範囲の明示化：



地域マネジメントの研究体系

147

　　　　　地域概念の成立過程とその変容
　　② “地域学”の理論化とその実践化の試み：
　　　　　地域学から湘南学へ

Ⅲ　湘南学の普及と地域連携

　進め方
　　① パンフレット・ブックレット・テキストの編集
　　② 講演会・シンポジウムの実施
　　③ ＳＨＣでの複合講座開設準備
　　④ 地元湘南地域の小中高へのアナウンス
　　⑤ 地元企業・公共団体・市役所への広報活動
　　⑥ ＴＶ・新聞などのメディアを使った広報活動

Ⅳ　期待される成果と効果

　【成果】
　①　湘南地域への地域学基礎理論の提示とその浸透
　②　湘南地域における社会学−生態学の統合を通して魅力ある地域づくり
　　　の共通規範（モデル）の構築
　【効果】
　①　地域学発信基地としてのＳＨＣの存在、役割の向上
　②　地域資源の地域学習を通した地域間交流の促進と拡大
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（２） 湘南地域の範囲
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＜行政から見た湘南地域＞	 

 
 

 
「湘南地域圏」：平塚、藤沢、茅ヶ崎、秦野、伊勢原、寒川、大磯、二宮 
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（３） 「神奈川力構想」（神奈川県）

神奈川力構想の構成 

神奈川力構想とは?
　県の総合計画として神奈川
の将来あるべきすがたを描き、
それに向けて県がどのような
政策を展開するのか、県民の
皆さんにお示しするものです。 

平成１９年７月 

区　分 

基本構想 

実施計画 

概　要 
　概ね２０年後の２０２５年度を展望した神奈川の望ましい将来像や政策の
基本方向をお示ししました。 

　２００７年度から２０１０年度（4か年）に県が取り組む施策・事業と、重点的・
優先的に取り組む戦略プロジェクトを明らかにしました。 

神奈川力構想・基本構想 

神奈川力構想・実施計画 
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神奈川力を高め、新たな時代を創造する 

基本目標 

－ 生き生きと 心豊かにくらす地域社会をめざして － 
 

　これまでも神奈川は、時代の変化にいち早く向き合い、その力を存分に発揮して様々な課題に挑み、これを解決して

個性豊かな地域社会を創造してきました。 

　今後、神奈川は、人口減少をはじめとして変化の激しい時代を迎えますが、これからも、県民の皆さんにより培われた

多彩な力を最大限に生かすことにより、新たな時代を創造する先駆者として、変化の波に揺らぐことなく、県民一人ひと

りが生き生きと、心豊かにくらすことのできる確かな地域社会の実現をめざしていきます。 

●　神奈川では、進行する少子化や加速する高齢化への対応を一層進めるとともに、将来到来する人口減少社会への
備えを着実に進めていくことが求められています。 

●　国際化や情報化の進展、産業構造の転換や働き方の多様化、環境問題やくらしをめぐる様々な課題、地方分権改革
の進展などがあります。 

●　県政をとりまく社会環境も大きく変化しつつあります。 

　「神奈川力構想・基本構想」は、こうした状況の変化を踏まえ、   
神奈川力を高め、新たな時代を創造することを基本にしています。 

■ 基本理念 

■ 実現をめざす 
　 3つの神奈川 

神奈川力を高め、新たな時代を創造する 神奈川力を高め、新たな時代を創造する 

神奈川をとりまく社会環境 

■ゆとりある くらしやすい神奈川 
①福祉の充実した安全で安心な社会 
②一人ひとりの個性や可能性が生かされる社会 
③子どもたちを大切にする社会 
④心の豊かさや生きがいを実感できる生活 
⑤環境に配慮した持続可能な社会 

■ともに支え ともに創る神奈川 
①身近な生活ニーズに応える地域での活動 
②地域をつくり、守るための協働の取組み 
③自治体間の緊密な連携 
④お互いが尊重される地域社会 

■世界に開かれた活力あふれる神奈川 
①世界の「知」が集い、交流し、世界に向けて発信する地域 
②産業活動の活性化が生み出す地域の活力 
③災害に強い、美しく、魅力ある地域の形成 
④交流・連携を支える交通ネットワークの整備 

■ゆとりある くらしやすい神奈川 
①福祉の充実した安全で安心な社会 
②一人ひとりの個性や可能性が生かされる社会 
③子どもたちを大切にする社会 
④心の豊かさや生きがいを実感できる生活 
⑤環境に配慮した持続可能な社会 

■ともに支え ともに創る神奈川 
①身近な生活ニーズに応える地域での活動 
②地域をつくり、守るための協働の取組み 
③自治体間の緊密な連携 
④お互いが尊重される地域社会 

■世界に開かれた 活力あふれる神奈川 
①世界の「知」が集い、交流し、世界に向けて発信する地域 
②産業活動の活性化が生み出す地域の活力 
③災害に強い、美しく、魅力ある地域の形成 
④交流・連携を支える交通ネットワークの整備 

基 本  
構 想  
基 本  
構 想  
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神奈川力とは 

政策展開の基本的視点 政策分野別の基本方向 

■活力の面から 
■　県内総生産がオーストリアなどの一国の経済

に匹敵する高い経済力。 
■　３００近い企業の研究機関。国際的にも競争力

の高い産業。 
■　県民活動や企業の経済活動を支える利便性

の高い交通ネットワーク。 
■　安心して利用できる水資源の確保。災害に強

い県土づくり。 

り豊かなやまなみ
線など多彩な自

■魅力の面から 
■　箱根や丹沢大山などのみどり豊かなやまなみ

や豊かに流れる川、美しい海岸線など多彩な自
然環境。 

■　歴史の舞台となった武家政権誕生の地・鎌倉、
北条氏の城下町・小田原、近代日本開国の地・横
浜。各地域の魅力ある伝統や文化。 

■　文明開化発祥の地として発展し、進取の精神
に富む開放的な県民性。多くの外国籍県民が働
き、くらす、国際性豊かな地域。 

県民活動

■県民の力の面から 
■　全国で第2位となる約８８０万人の人口。福祉、

環境、防犯、国際交流などの様々な分野で、ＮＰ
Ｏやボランティアなどにより展開される多彩な
県民活動。 

■　全国でもトップクラスの約３４万人の科学研究
者や技術者。４６の大学が立地し、全国から集ま
る若者。集い活躍する様々な分野の人材。 

神奈川の未来を築くためには、 

神奈川のもつ多彩な力 ＝ 神奈川力 
を最大限に生かしていくことが必要です 

神奈川の未来を築くためには、 

神奈川のもつ多彩な力 ＝ 神奈川力 
を最大限に生かしていくことが必要です 

な か がわ りょく 

産　業 
・ 

労　働 

教　育 
・ 

子育て 

県　土 
・ 

まちづくり 

安　全 
・ 

安　心 

環　境 

健　康 
・ 

福　祉 

県民生活 

産　業 
・ 

労　働 

教　育 
・ 

子育て 

県　土 
・ 

まちづくり 

安　全 
・ 

安　心 

環　境 

健　康 
・ 

福　祉 

県民生活 

　次の７つの政策分野ごとに県

が取り組む政策の基本方向をま

とめています。 

①地域に活力を生み出します 

②少子化、高齢化への対応を進めます 

③豊かさの質的充実を支援します 

④くらしの安全・安心を確保します 

⑤県民との協働・連携を強化します 

⑥地域主権を実現し、広域連携の強化など広
域自治体としての責任を果たします 
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5つの地域政策圏 

　地域で展開される主

な施策を5つの地域政策

圏ごとに示しました。 

 

三浦半島 
地域圏 

県西 
地域圏 

湘南 
地域圏 

川崎・横浜 
地域圏 

県央 
地域圏 

川崎・横浜 
地域圏 

　世界と、神奈川そして日本の交流・結節地域として、これまでの文化や産業
の集積を生かした生活環境や生産環境の整備を進め、良好な環境が保全され、
にぎわいや活力があふれ、世界とつながる文化や産業を発信し、国際性豊か
で魅力ある地域づくりをめざします。 

県西 
地域圏 

　豊かな自然や歴史・文化などの地域資源を生かし、国内外から来訪する多
くの人々の多様なニーズに応えるとともに、地域の特色を生かした様々な生
産活動が営まれ、職・住・遊が一体となって豊かなくらしを実感できる、活力と
魅力あふれる地域づくりをめざします。 

湘南 
地域圏 

　湘南のなぎさや丹沢大山のやまなみなどの豊かな自然環境や、湘南地域
で育まれた文化の保全や活用を図るとともに、交通ネットワークの整備とあ
わせた都市機能の向上や産業拠点の整備・再生を進め、環境と共生し、豊か
で活力にあふれた地域づくりをめざします。 

県央 
地域圏 

　水源地の豊かな自然を守り、これを活用した地域の魅力づくりと活性化を
進めるとともに、こうした自然と都市、産業が調和し、うるおいと活力にあふ
れた地域づくりをめざします。 

三浦半島 
地域圏 

　首都圏における貴重なみどりと三方に広がる海、豊かな歴史的文化遺産、
美しい景観など三浦半島がもつ地域資源を保全し、これを活用することにより、
うるおいをもって快適にくらせるとともに、首都圏や海外からも多くの人が訪
れ、楽しめる「公園」のような魅力と活力にあふれる地域づくりをめざします。 

環境に配慮した「大豆インキ」 
を使用 

発行：企画部政策課 
横浜市中区日本大通１ 〒231-8588 電話（045）210-1111（代）　FAX：（045）210-8819 
制作・印刷／野崎印刷紙器株式会社 このパンフレットは 

再生紙を使用しています。 
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　地域ケア体制の充実や、介護保険施設の整備、介護予防、生きがいづく
りなどに取り組みます。 

地域ケア体制の充実 ● 特別養護老人ホームなどの介護保険
施設の整備促進とサービス提供体制の質的な向上…など 
 
高齢者１，０００人あたり、要介護3以上の高齢者１，０００人あたりの
特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）の整備床数（累計） 
　ア 高齢者１，０００人あたりの整備床数 
　　 現状（２００６年度）１４．３床 　 ２０１０年度の目標 １６．０床 
　イ 要介護3以上の高齢者１，０００人あたりの整備床数 
　　 現状（２００６年度）２６３床 　 ２０１０年度の目標 ２８６床 
介護予防を実践し、要支援・要介護状態になることを予防する
人数（単年度） 
　現状（２００６年度）見込 ８５０人　 ２０１０年度の目標 １７，７５０人 

9 高齢者が安心してくらせるしくみづくり 

　障害者のグループホームなどの設置や地域生活の拠点づくり、相談支
援体制の整備などを進めます。 

地域生活を支える福祉サービスの充実・発展 ● 就労・社会参
加の促進 ● 相談支援体制の充実…など 
 
グループホームなどで生活する人(単年度) 
　現状（２００６年度）見込３，５００人　２０１０年度の目標 ５，５００人 
ホームヘルプサービスの支給時間数（単年度） 
　現状（２００６年度）見込２１２，３００時間／１か月 

　 ２０１０年度の目標 ３３８，０００時間／１か月 
支援を受けながら、就労に向けて作業や訓練などを行う人（単
年度） 
　現状（２００６年度）見込１７，０００人日 

　 ２０１０年度の目標 １４４，０００人日 

10 障害者の地域生活を支えるしくみづくり 

　質の高いがん医療を受けられる体制の整備、医師確保対策、生涯を通じ
た健康づくりなどに取り組みます。 

がん医療体制の整備 ● 医師確保対策の推進 ● 救急医療体制
の充実…など 
 
がん診療連携拠点病院の整備（累計） 
　現状（２００６年度）１１箇所 　 ２０１０年度の目標 １２箇所 
救命救急センター設置数（累計） 
　現状（２００６年度）１１施設 　 ２０１０年度の目標 １３施設 

11 安心してくらせる地域保健・医療体制の整備 

　急速な高齢化や在宅医療の進展などに対応した、質の高い保健・医療・
福祉人材の育成・確保を進めます。 

保健・医療・福祉人材の養成の充実 ● 保健・医療・福祉人材の
確保・定着の促進…など 
 
県内の就業看護職員数 
　現状（２００６年度）５６，５１４人 　 ２０１０年度の目標 ７５，０００人 
質の高い介護保険のサービス提供をめざして資質向上を図る
介護支援専門員の数（累計） 
　現状（２００６年度）０人 　 ２０１０年度の目標 １５，２００人 

※２００６年度までの累計１１，３２１人、２０１０年度の目標は、２００６
年度を基準（０）とした累計 

12 保健・医療・福祉人材の育成・確保 

　犯罪の抑止・検挙活動や交通事故防止対策に努めるほか、県民総ぐるみ
の防犯対策や犯罪被害者支援を進めます。 

県民に不安を与える犯罪等の抑止・検挙活動の強化 ● 犯罪か
ら子どもを守る対策の強化 ● 繁華街・歓楽街総合対策及び組
織犯罪対策の推進 ● 県民総ぐるみによる防犯への取組みの
推進と犯罪被害者等への支援…など 
 
刑法犯認知件数（単年度※） 
　現状（２００６年）１２２，７０３件 　 ２０１０年の目標 ９９，５００件 

13 事件・事故のない安心してくらせる地域社会づくり 

　大規模地震による県民の被害を最小限にとどめ、応急対策活動を円滑
かつ迅速に進めます。 

災害時情報収集・伝達体制の充実 ● 災害時活動拠点などの機
能強化 ● 地域防災力の向上と広域連携体制の充実…など 
 
民間住宅に対する耐震改修補助事業を実施する市町村数（単
年度） 
　現状（２００６年度）１５市町村 　 ２０１０年度の目標 ３３市町村 

14 大規模地震に備えた対応力の強化 

　食の安全・安心に関する情報提供、生産、製造・流通段階での検査及び消
費者被害の未然防止と救済などに取り組みます。 

食品の安全・安心に関する情報提供・意見交換 ● 生産段階に
おける安全・安心な農林水産物の確保 ● 食品事業者の自主的
な取組みの促進による安全・安心な食の確保…など 
 
食品の衛生検査の延べ項目数（単年度） 
　現状（２００６年度）見込 ２４，０００項目 

　 ２０１０年度の目標 ２６，０００項目 
かながわ中央消費生活センターの消費生活相談における「あっ
せん」による相談者支援件数（単年度） 
　現状（２００６年度）８７６件 　 ２０１０年度の目標 ９２０件 

15 安全で安心な食生活・消費生活の確保 

　地域や企業における子育て環境の整備や多様な保育サービスの充実、
家庭教育支援などに取り組みます。 

家庭・地域の子育て力・教育力強化の取組みの充実 ● 保育所
入所待機児童解消に向けた取組みの促進…など 
 
子ども・子育て支援に取り組む認証事業者の数（累計） 
　ア 認証事業者の数 
　　現状（２００６年度） － 　 ２０１０年度の目標 ８００者 
　イ 認証事業者のうち中小事業者の数 
　　現状（２００６年度） － 　 ２０１０年度の目標 ４００者 
県所管域（政令市及び中核市を除く）の1保育所あたりの入所
待機児童数（単年度） 
　現状（２００６年度）１．３２人 　 ２０１０年度の目標 1人未満 

16 子ども・子育て支援のしくみづくり 

　虐待相談支援や、発達障害児者への支援体制の充実強化などに取り組
みます。 

児童虐待への総合的な対応 ● 子どもの課題に応じた相談、自
立に向けた支援体制の構築…など 
 
施設入所等が必要な子どものうち里親家庭やグループホーム
などの家庭的な環境のもとで養育されている子どもの率 
　現状（２００６年度）３８．０％ 　 ２０１０年度の目標 ６０．０％ 
専門支援スタッフが発達障害児者への巡回相談等を行う回数（単
年度） 
　現状（２００６年度） － 　 ２０１０年度の目標 ５０回 

17 支援を必要とする子ども・家庭への総合的な対応 

　多様な体験活動の促進や、自立に困難を抱える青少年への支援、社会環
境の健全化などに取り組みます。 

青少年の多様な体験活動と文化芸術活動の促進 ● 青少年が
健全に育つ環境の整備 …など 
 
県が実施する青少年を対象とした多様な体験事業への参加者
数（単年度） 
　現状（２００６年度）１７１，２０２人 　 ２０１０年度の目標 １７５，０００人 
社会環境健全化推進活動への参加者数（単年度） 
　現状（２００６年度） ５９，０９４人 　 ２０１０年度の目標 ６５，０００人 

18 青少年が心豊かに育ち、自立できる社会づくり 
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　不登校やひきこもり、いじめなどの問題について、学校、家庭、地域、
NPOなどとの協働・連携のもと、相談体制の充実や早期発見・早期対応に
取り組みます。 

豊かな人間性や社会性を育む教育の推進 ● いじめ・暴力行為
など防止のための普及啓発の推進 ● 不登校、いじめの未然防
止の推進…など 
 
不登校児童・生徒に対する支援の割合 
　現状（２００５年度）７８．３％ 　 ２０１０年度の目標 １００％ 

19 不登校、いじめ、暴力行為への総合的な対応 

　子どもたち一人ひとりを大切にした、きめ細かな教育の充実に取り組み
ます。 

かながわ教育ビジョンの着実な推進 ● 確かな学力の向上の推
進 ● 次世代を育むキャリア教育の推進…など 
 
「学校の授業や学習活動は将来の自分のために役に立つ」と答
えた県立高校生の割合 
　現状（２００６年度） － 　 ２０１０年度の目標 ８０％ 
特別支援学校（知的・肢体・病弱教育部門）高等部卒業生の就職
率 
　現状（２００６年度）２５％ 　 ２０１０年度の目標 ３０％ 

20 子どもたちが未来を拓く力を伸ばす教育の推進 

　高い指導力と意欲をもつ教職員の確保・育成や、様々なニーズに対応で
きる活力と魅力あふれる県立高校づくりや特別支援学校の設置に取り組
みます。 

高い指導力と意欲をもつ教職員の確保・育成 ● 信頼あふれる
開かれた学校づくり ● 活力と魅力ある県立学校づくり…など 
 
学校環境に満足している県立高校生の割合 
　現状（２００６年度） － 　 ２０１０年度の目標 ７０％ 

21 かながわの学校力を高める教育環境づくり 

　学校給食への地場産物の使用促進や、地域における食生活改善などの
取組みを進めます。 

食育推進体制の整備 ● 学校、保育所、地域等における食育の
推進 ● 地域における食生活の改善のための取組みの推進…
など 
 
食育に関心のある県民の割合 
　現状（２００６年度）７０％ 　 ２０１０年度の目標 ９０％ 
　　※２００６年度は全国値 

22 食育の総合的な推進 

　地域における多文化理解の推進や、外国籍県民のくらしやすい環境づく
りに取り組みます。 

多文化理解の推進 ● 外国籍県民相談、情報提供の充実・促進 
● くらしやすい環境づくりの推進 
 
外国籍県民かながわ会議の第1期から第4期の提言の実施率 
　現状（２００６年度）６６％ 　 ２０１０年度の目標 ７８％ 

23 多文化共生の地域社会づくり 

　女性のチャレンジ支援、男女平等な就労環境の整備や、配偶者などから
の暴力の根絶をめざします。 

女性のチャレンジ支援 ● 男女共同参画に向けた就労環境の整
備 ● 配偶者などからの暴力の根絶と被害者の自立支援 
 
県及び市町村の審議会等における女性委員の登用率 
　現状（２００６年度）２８．０％ 　 ２０１０年度の目標 ３３．３％ 
事業所における女性管理職の割合 
　現状（２００６年度）３．８％ 　 ２０１０年度の目標 ５．４％ 
理学部・工学部の大学生の女性割合 
　現状（２００６年度）１１．０％ 　 ２０１０年度の目標 １３．０％　 

24 男女共同参画社会の実現 

　ボランタリー活動の支援、NPOなどとの協働を推進し、多様な主体が協
働・連携して公共を担っていくための基盤づくりを進めます。 

県民からの政策提案制度の創設 ● 地域人材の育成 ● パート
ナーシップ推進のしくみづくり…など 
 
NPO等と県との協働・連携事業数（単年度） 
　現状（２００６年度）２７９件 　 ２０１０年度の目標 ３２０件 

25 多様な主体が公共を担う協働型社会の実現 

　県立新ホール（神奈川芸術劇場）の整備や県民スポーツ週間などを実
施します。 

文化芸術振興条例（仮称）の制定に向けた取組み ● 文化芸術
の創造・発信のための拠点整備…など 
 
県立文化施設の利用者数（累計） 
　現状 過去3か年平均９９３千人　２０１０年度の目標 ４，１２０千人 
県立新ホール（神奈川芸術劇場）の利用者数（累計） 
　現状 － 　 ２０１０年度の目標 ２８５千人 
成人の週1回以上のスポーツ実施率 
　現状（２００６年度）３９．７％ 　 ２０１０年度の目標 ４５％ 
県立高校の部活動の入部率 
　運動部　現状（２００６年度）４３．２％ 

　 ２０１０年度の目標 ５０．０％ 
　文化部　現状（２００６年度）２１．０％ 

 　 ２０１０年度の目標 ２５．０％ 

26 文化芸術・スポーツを楽しむ環境づくり 

　電子申請届出や公共施設利用予約サービスなど情報通信技術（IT）の
行政への活用とIT利用環境の整備を推進します 。 

申請・届出、入札など手続きの電子化 ● 情報通信技術の進展
への対応 
 
電子申請と公共施設利用予約により県民が節約できる時間数（単
年度） 
　現状（２００６年度）９４，９２６時間  

　 ２０１０年度の目標１４８，０００時間 
入札手続きの電子化率 
　［工事］現状（２００６年度）１００％ 　 ２０１０年度の目標 １００％ 
　［コンサル］現状（２００６年度） － 　 ２０１０年度の目標 １００％ 
　［一般委託・物品］現状（２００６年度）５０％ 

 　 ２０１０年度の目標 １００％ 

27 新たな情報化社会かながわの推進 

　「神奈川県地球温暖化対策推進条例 （仮称）」を制定するなど、二酸化
炭素排出削減のためのしくみづくりを進めます。 

事業活動のグリーン化（産業部門・業務部門） ● 環境負荷の少
ないライフスタイルへの転換促進（家庭部門） ● クリーンな自
動車社会の実現（運輸部門）…など 
 
県内の二酸化炭素総排出量（単年度※） 
　現状（２００４年）７，２２７万t－CO２  

  ２０１０年の目標 ６，６００万t－CO２ 

28 地球温暖化対策の推進 
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　廃棄物の発生抑制、資源化、適正処理の推進や不法投棄の防止に取り
組みます。 

循環型社会に向けた総合的取組み ● 発生抑制、資源化の推
進 ● 適正処理の推進…など 
 
廃棄物の排出量、再生利用率（リサイクル率）、最終処分量（単
年度） 

29 循環型社会づくり 

　ブナ林の再生やニホンジカの保護管理、自然公園の適正利用の推進な
どに取り組みます 。 

ブナ林の再生と希少動植物の保全 ● 人工林と渓流生態系の
再生 ● ニホンジカの保護管理の推進 ● 自然公園の適正利
用の推進…など 
 
最大植生劣化レベルⅣ、Ⅴの管理ユニット数（単年度） 
　現状（２００６年度）１２ユニット中6ユニット 

 　 ２０１０年度の目標 １２ユニット中4ユニット 

30 丹沢大山の自然再生の推進 

　魅力ある都市公園などの整備や、法令に基づく緑地の指定、里地里山・
竹林の保全活動などへの支援などに取り組みます。 

魅力ある都市公園などの整備 ● みどりの保全と創出 ● みど
りの維持管理 ● 里地里山づくりの推進 
 
市街地におけるみどりのスペース（累計） 
　現状（２００６年度）見込 ４７，３４１ha（うち都市公園など ４，１７４ha） 
　 ２０１０年度の目標 ４７，９００ha（うち都市公園など ４，４２１ha） 

31 都市と里山のみどりの保全と活用 

　良質な水の安定的な確保をめざし、県民の理解と参加を得ながら取り
組みます。 

森林保全・再生 ● ダム湖・河川の環境整備 ● 地下水の保全・
再生…など 
 
水源の森林づくりで適切に管理されている森林面積（累計） 
　現状（２００６年度） ８，５３０ha 　 ２０１０年度の目標 １４，１００ha 
水源地域交流イベントなどへの参加者数（単年度）　  
　現状（２００６年度） ３２１千人 　 ２０１０年度の目標 ３５０千人 

32 水源環境の総合的な保全・再生 

　羽田空港の再拡張・国際化と神奈川口構想を推進するとともに、京浜
臨海部における産業の一層の活性化などに取り組みます。 

羽田空港の再拡張・国際化と神奈川口構想の推進 ● 道路網
の整備促進 ● ロボット関連産業の創出・集積…など 
 
京浜臨海部（京浜三区）における製造品出荷額等（単年度） 
　現状（２００６年度）見込 ４．２４兆円  

　 ２０１０年度の目標 ４．２８兆円 
 
京浜臨海部の鉄道駅における一日当たりの乗車数（単年度） 
　現状（２００６年度）見込 ４５５，０００人  

　 ２０１０年度の目標 ４７５，０００人 

33 羽田空港の再拡張・国際化と京浜臨海部活性化 
　交通網の整備による利便性の向上と自然災害対策により、活力にあふ
れ県民が安心してくらせる県土づくりを進めます。 

公共交通機関の連続性・利便性の向上 ● 多様な交流と連携を
支える道路網の整備 ● 「神奈川やすらぎの道」の整備…など 
 
インターチェンジまでの距離5km以内の地域の割合 
　現状（２００６年度）８０％ 　 ２０１０年度の目標 ８７％ 
減災のための防災情報の提供率 
　現状（２００６年度）４３％ 　 ２０１０年度の目標１００％ 

38 安全で活力ある県土づくり 

　国際観光地箱根の魅力向上、山梨・静岡両県との連携や広域的な幹線
道路（主要な道路）網の整備などに取り組みます。 

富士箱根伊豆交流圏整備の推進 ● 県西地域の地域資源を生
かした魅力ある地域づくり ● 国際観光地箱根振興の推進 ●
交流拠点の整備推進…など 
 
県西地域への入込観光客数（単年度※） 
　現状（２００６年）３４，２２７千人 　 ２０１０年の目標 ３４，８００千人 
 

37 交流・連携による県西地域の活性化 

　海辺の景観の保全・再生や“湘南”と“なぎさ”の文化など地域資源を
活用した取組みを進めます。 

山・川・海の連続性をとらえたなぎさづくり・川づくり ● 浜辺
のみどりの保全と再生 ● 魅力ある景観づくりの推進 ● 近代
建造物と邸園を保全・活用した地域づくり…など 
 
県と協働・連携して相模湾沿岸の地域資源の保全・活用を進め
る団体数（単年度） 
　現状（２００６年度）８５団体 　 ２０１０年度の目標 １１５団体 

36 相模湾沿岸地域の魅力の保全と創造 

　東海道新幹線新駅の誘致等によるネットワーク型都市圏及びツインシ
ティ整備による環境共生都市圏の形成を進めます。 

東海道新幹線新駅の誘致 ● リニア中央新幹線の建設促進と
駅誘致 ● JR相模線複線化の促進 ● 交流連携を支える道路
の整備…など 
 
環境共生モデル都市ツインシティ整備に向けた取組み（単年度） 
　現状（２００６年度）調査、設計、環境アセス  

　 ２０１０年度の目標 調査、設計・事業化準備 

35 環境共生モデル都市圏の形成 

　国営公園の誘致や「武家の古都・鎌倉」の世界遺産登録など、地域資源
を生かした取組みを進めます。 

三浦半島国営公園の誘致 ● 小網代の森の保全 ● 「武家の
古都・鎌倉」の世界遺産登録の推進と活用 ● 三浦半島の地域
連携の強化…など 
 
三浦半島地域への入込観光客数（単年度※） 
　現状（２００６年）３２，０６９千人 　 ２０１０年の目標 ３３，０００千人 

34 三浦半島の魅力あふれる地域づくり 

取り組む 
事 業  

目 標 ①  

目 標 ②  

取り組む 
事 業  

目 標 ①  

目 標 ②  

目 標 ②  

取り組む 
事 業  

目 標  

取り組む 
事 業  

目 標  

取り組む 
事 業  

目 標  

取り組む 
事 業  

目 標  

取り組む 
事 業  

目 標  

取り組む 
事 業  

目 標  

取り組む 
事 業  

目 標  

取り組む 
事 業  

目 標 ①  

 
 
 
 
 
 
 

［一般廃棄物］ 
排　出　量 
再生利用率 
最終処分量 

［産業廃棄物］ 
排　出　量 
再生利用率 
最終処分量 

 
 
 
 
 
 
 

現状（２００５年度） 
３４７万t 
２３％ 
３６万t 

現状（２００３年度） 
１，７８５万t   

３６％ 
１５６万t  

 
 
 
 
 
 
 

２０１０年度の目標 
３１２万t 
３５％ 
１１万t 

２０１０年度の目標 
１，９２１万t 

４７％ 
６２万t

 




